
　　　　市町村の財政比較分析表における類似団体とは、行政権能の相違を踏まえつつ、人口及び産業構造によ

　　　り全国の市町村を35の類型（平成20年度決算の場合）に分類した結果、当該団体と同じ類型に属する団体

　　　を言う。

　　　　類似団体平均とは、類型における選定団体（標準的な財政運営を行っている市町村として総務省の定め

　　　る基準により選定された団体）による各指標の平均値である。

　　　　地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間

　　　の平均値。

　　　　財政力指数が高いほど普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえる。

　　　　地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経

　　　常的に支出される経費（経常的経費）に充当された一般財源の額が、地方税、普通交付税を中心とする毎

　　　年度経常的に収入される一般財源（経常一般財源）、減収補てん債特例分及び臨時財政対策債の合計額に

　　　占める割合。

　　　　一般的に、町村にあっては７０％程度、市にあっては７５％程度が妥当と考えられ、これが各々５％を

　　　超えると弾力性を失いつつあると考えられる。

　　　　当該地方公共団体の一般会計等が負担する元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模を基本とした額

　　　（標準財政規模から元利償還金等に係る基準財政需要額算入額を控除した額。将来負担比率において同じ）

　　　に対する比率の過去３年間の平均値。借入金（地方債）の返済額及びこれに準じる額の大きさを指標化し、

　　　資金繰りの程度を表す指標のこと。

　　　　地方債協議制度の下で、１８％以上の団体は、地方債の発行に際し許可が必要となる。

　　　　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における早期健全化基準については、市町村・都道府県

　　　とも、地方債協議制度において一般単独事業の許可が制限される基準である２５％とし、財政再生基準に

　　　ついては、市町村・都道府県とも、地方債協議制度において公共事業等の許可が制限される基準である

　　　３５％としている。

（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

実質公債費比率 ＝

（３か年平均） 標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　　　　・準元利償還金：イからホまでの合計額

　　　　　　イ　満期一括償還地方債について、償還期間を３０年とする元金均等年賦償還とした場合における

　　　　　　　１年当たりの元金償還金相当額

　　　　　　ロ　一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充て

　　　　　　　たと認められるもの

　　　　　　ハ　組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還

　　　　　　　の財源に充てたと認められるもの

　　　　　　ニ　債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

　　　　　　ホ　一時借入金の利子

　（参考）財政比較分析表における各指標について

　○　財政力指数

　○　経常収支比率

　○　類似団体

　○　実質公債費比率



　　　　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、当該地方公共団体の一般会計等が将来

　　　負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率。

　　　　地方公共団体の一般会計等の借入金（地方債）や将来支払っていく可能性のある負担等の現時点での残

　　　高を指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標。

　　　　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」における早期健全化基準については、実質公債費比率の

　　　早期健全化基準に相当する将来負担額の水準と平均的な地方債の償還年数を勘案し、市町村（政令指定都

　　　市は除く）は３５０％、都道府県及び政令指定都市は４００％としている。

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込額

　　　　　　　　　　＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

将来負担比率 ＝

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

　　　　　・将来負担額：イからチまでの合計額

　　　　　　イ　一般会計等の当該年度の前年度末における地方債現在高

　　　　　　ロ　債務負担行為に基づく支出予定額（地方財政法第５条各号の経費に係るもの）

　　　　　　ハ　一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの繰入見込額

　　　　　　ニ　当該団体が加入する組合等の地方債の元金償還に充てる当該団体からの負担等見込額

　　　　　　ホ　退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額）のうち、一般会計等の負担見込額

　　　　　　ヘ　地方公共団体が設立した一定の法人の負債の額、その者のために債務を負担している場合の当

　　　　　　　該債務の額のうち、当該法人等の財務・経営状況を勘案した一般会計等の負担見込額

　　　　　　ト　連結実質赤字額

　　　　　　チ　組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額

　　　　国家公務員行政職俸給表（一）の適用者の俸給月額を１００とした場合の地方公務員一般行政職の給与

　　　水準。

　　　　職員構成を学歴別、経験年数別に区分し、地方公共団体の職員構成が国の職員構成と同一と仮定して算

　　　出するものであり、地方公共団体の仮定給料総額（地方公共団体の学歴別、経験年数別の平均給料月額に

　　　国の職員数を乗じて得た総和）を国の実俸給総額で除して得る加重平均。

　　　　人口１人当たりの人件費、物件費及び維持補修費の合計額である。

　　　　なお、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

　○　人口１人当たり人件費・物件費等決算額

　○　将来負担比率

　　　　人口1,000人当たりの職員数である。

　○　ラスパイレス指数

　○　人口1,000人当たり職員数


